
ウ 新聞紙、雑誌その他の出版物、放送（有線電気通信設備による放送を含む。）、映   

写又は電光によるもの  

エ 情報処理の用に供する機器によるもの（Eメール、インターネット上のバナー広   

告等）  

オ 不特定多数の者への説明会、相談会、キャッチセールス等において使用するスラ   

イド、ビデオ又は口頭で行われる演述によるもの  

6 通常、医療に関する広告とは見なされないものの具体例  

（1）学術論文、学術発表等  

学会や専門誌等で発表される学術論文、ポスター、講演等は、社会通念上、広告  

と見なされることはない。これらは、本指針第2の1に掲げた①～③の要件のうち、   

①の「誘因性」を有さないため、本指針上も原則として、広告に該当しないもので  

ある。  

ただし、学術論文等を装いつつ、不特定多数にダイレクトメールで送る等により、   

実際には特定の医療機関（複数の場合を含む。）に対する患者の受診等を増やすこ  

とを目的としていると認められる場合には、①の「誘因性」を有すると判断し、①   

～③の全ての要件を満たす場合には、広告として扱うことが適当である。  

（2）新聞や雑誌等での記事  

新聞や雑誌等での記事は、本指針第2の1に掲げた①～③の要件のうち、①の「誘   

因性」を通常は有さないため、本指針上も原則として、広告に該当しないものであ   

るが、費用を負担して記事の掲載を依頼することにより、患者等を誘因するいわゆ   

る記事風広告は、広告規制の対象となるものである。  

（3）体験談、手記等  

自らや家族等からの伝聞により、実際の体験に基づいて、 例えば、A病院を推薦   

する手記を個人Ⅹが作成し、出版物やしおり等により公表した場合や口頭で評判を   

広める場合には、一見すると本指針第2の1に掲げた①～③の要件を満たすが、こ   

の場合には、個人ⅩがA病院を推薦したにすぎず、①の「誘因性」の要件を満たさ   

ないため広告とは見なさない。  

ただし、A病院からの依頼に基づく手記であったり、A病院から金銭等の謝礼を   

受けている又はその約束がある場合には、①の「誘因性」を有するものとして扱う   

ことが適当である。また、個人ⅩがA病院の経営に関与する者の家族等である場合   

にも、病院の利益のためと認められる場合には、①の「誘因性」を有するものとし   

て、扱うものであること。  

（4）院内掲示、院内で配布するパンフレット等  

院内掲示、院内で配布するパンフレット等はその情報の受け辛が、現に受診して   

いる患者等に限定されるため、本指針第2の1に掲げた①～③の要件のうち、③「一   

般人が認知できる状態にあること」（認知性）を満たすものではなく、情報提供や  
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広報と解される。ただし、希望していない者にダイレクトメールで郵送されるパン  

フレット等については、③の一般人への認知性に関する要件を満たすものとして取  

り扱うものであること。  

（5）患者等からの申し出に応じて送付するパンフレットやEメール  

患者等からの申し出に応じて送付するパンフレットやEメールは、本指針第2の   

1に掲げた①～③の要件のうち、③の「認知性」を満たすものではなく、医療機関   

に関する情報や当該医療機関での治療法等に関する情報を入手しようとする特定の   

者に向けた情報提供や広報と解されるため、広告とは見なされない。  

病院等のメールマガジンも、その病院等から送られてくることを希望した患者等   

へ送信される場合には、広告とは見なされないが、病院等とは直接関係がないメー   

ルマガジンは、当該メールマガジンの配信希望者や会員に限定されるとしても、当   

該病院等とは関係のない一般人向けとなるので、③の一般人への認知性に関する要   

件を満たすものとして扱うことが適当である。  

（6）医療機関の職員募集に関する広告  

医療機関に従事する職員の採用を目的としたいわゆる求人広告は、通常、医療機   

関の名称や連絡先等が記載されているが、当該医療機関への受診を誘引するもので   

はないことから、本指針第2の1に掲げた①～③の要件のうち、①の「誘因性」を   

有するものではない。そのため、本指針の対象となる医療に関する広告ではない。  

（7）インタ」ネット上のホームページ  

インターネット上の病院等のホームページは、当該病院等の情報を得ようとの目   

的を有する者が、URLを入力したり、検索サイトで検索した上で、閲覧するもの   

であり、従来より情報提供や広報として扱ってきており、引き続き、原則として広   

告とは見なさないこととする。  

また、インターネット上のバナー広告、あるいは検索サイト上で、例えば「癌治   

療」を検索文字として検索した際に、スポンサーとして表示されるものや検索サイ   

トの運営会社に対して費用を支払うことによって意図的に検索結果として上位に表   

示される状態にした場合などでは、バナーに表示される内容や検索結果として画面   

上に表示される内容等については、実質的に本指針第2の1に掲げた①～③のいず   

れの要件も満たす場合には、広告として取り扱うこと。  

第3 広告可能な事項について  

1 医療に関する広告として広告可能な範囲  

法第6条の5第1項の規定によ’り、法又は広告告示により広告が可能とされた事項  

以外は、文書その他いかなる方法によるを問わず、何人も広告をしてはならないこと  

とされているが、今回の広告規制の見直しにより、患者等に正確な情報が提供されそ  

の選択を支援する観点から、客観性・正確性を確保し得る事項については、広告事項  
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としてできる限り幅広く認めることとしたものである。  

2 従来より広告可能とされてきた事項との関係   

従来より広告可能と認められていた事項については、今回の広告規制の改正後にお   

いても、引き続き、法第6条の5第1項各号又は広告告示の相当の規定に基づき、広   

告は可能である。  

3 医療機能情報提供制度との関係   

法第6条の3による医療機能情報提供制度の対象となる事項については、専門外来   

を除いて医療に関する広告としても、原則として広告可能な事項である。ただし、都   

道府県が独自に報告を求める事項については、法又は広告告示で広告可能な事項とし   

て定められていない場合には、広告できない。  

4 広告可能な事項の表現方法について  

（1）広告の手段  

法又は広告告示により広告が可能とされた事項については、文字だけではなく、   

写真、イラスト、映像、音声等による表現も可能である。  

（2）広告可能な事項の記載の仕方  

広告可能な治療の方法等について、これまでは、広告表現に係る客観性を担保す   

るという観点から、治療の方法についてであれば、診療報酬点数表又はその解釈通   

知に記載されている語句をそのまま使用することとされていた。しかしながら、今   

般の広告規制の見直しでは、正確な情報が提供され、患者やその家族あるいは住民   

自身によるその選択を支援する観点から、規制を相当程度緩和することとしている   

ので、患者等の情報の受け手側の理解が可能となるように分かりやすい表現を使用   

したり、その説明を加えることは、むしろ望ましいことであり、認めることとする。  

例えば「人工透析」については、これまで診療報酬点数表等にある「人工腎臓」   
や「血液透析」等との表現のみ認められていたが、一般に用いられている「人工透   

析」の表現も広告可能なものとすること。  

（3）略号や記号の使用  

広告可能な事項について、社会一般で用いられていたり、広告の対象となる地域   

において、 正確な情報伝達が可能である場合には、略号や記号を使用することは差   

し支えないものとすること。   

（例）・社団法人 →（社）  

・電話番号03－0000－0000 → 管03－0000－0000  

・地域で定着していると認められる病院等の略称（大学病院、中央病院等）  

また、当該記号やマークが示す内容を文字等により併せて標記することで、正確   

な情報伝達が可能である場合にあっては、記号やマークを用いても差し支えない。  
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5 広告可能な事項の具体的な内容  

（1）法第6条の5第1項第1号関係  

「医師又は歯科医師である旨」については、医師法（昭和23年法律第201号）   

第2条に規定する免許又は歯科医師法（昭和23年法律第202号）第2号に規定   

する免許を有する医師又は歯科医師である旨を医業又は歯科医業に関する広告に記   

載できるものであること。  

我が国での医師又は歯科医師の免許を有さない場合には、医師又は歯科医師であ  

る旨を広告できないこと。  

また、外I≡引こおける医師又は歯科医師である旨の広告はできないものであること。  

なお、同項第7号にあるように、病院又は診療所に従事する薬剤師、看護師その   

他の医療従事者に関する氏名等は、広告可能な事項であり、本号の規定が、病院ヌ   

は診療所に従事する者が薬剤師、看護師その他の医療従事者である旨の広告を妨げ  

るものではないことに留意すること。  

（2）法第6条の5第1項第2号関係  

「診療科名」については、法第6条の6第1項の規定にあるように、医療法施行   

令（昭和23年政令第326号。以下「政令」という。）第3条の2で定められた   

診療科名又は当該診療に従事する医師が厚生労働大臣の許可を受けたものであり、   

従前から認められてきた診療科名と同一なものであること。  

広告が可能な診療科名（以下「標梼診療科名」という。）は、以下の計38種に   

限定され、．標梼診療科名と誤認を与える事項や他の診療科名は、広告が認められて   

いないことに留意すること。   

ア 政令に定められた診療科名  

①医業（33種）  

内科、心療内科、精神科、神経科、呼吸器科、消化器科、循環器科、アレ  

ルギ」科、リウマチ科、′ト児科、外科、整形外科、形成外科、美容外科、脳  

神経外科、呼吸器外科、心臓血管外科、小児外科、皮膚泌尿器科、性病科、  

こう門科、産婦人科、眼科、耳鼻いんこう科、気管食道科、リハビリテーシ  

ョン科、放射線科、神経内科、胃腸科、皮膚科、泌尿器科、産科及び婦人科  

②歯科医業（4種）  

歯科、矯正歯科、小児歯科及び歯科口腔外科   

イ 厚生労働大臣の許可を得た診療科名  

①医業（1種）  

麻酔科  

現時点では、「麻酔科」についてのみ、当該診療に従事する医師が厚生労  

働大臣の許可を得た場合に限り、広告可能とされているものである。  

また、法第6条の6第4項の規定により、麻酔科を診療科名として広告す  

るときには、許可を受けた医師の氏名を併せて広告しなければならないとさ  

れていることにも留意すること。  
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（3）法第6条の5第1項第3号関係  

「病院又は診療所の名称、電話番号及び所在の場所を表示する事項並び病院又は   

診療所の管理者の氏名」については、従来より認められていた「病院又は診療所の   

名称、電話番号及び所在の場所を表示する事項」に加え、新たに「病院又は診療所   

の管理者の氏名」が広告可能となったものであること。   

ア 病院又は診療所の名称  

病院又は診療所の名称は、正式な名称だけではなく、当該医療機関であるこ  

とが認識可能な略称や英語名についても、可能であること。  

また、当該病院又は診療所のマークや名称が記載された看板の写真について  

も差し支えないこと。   

イ 病院又は診療所の電話番号  

病院又は診療所の電話番号には、ファクシミリ番号も含まれるものであるこ  

と。フリーダイヤルである旨や電話の受付時間等についても、広告告示第4条  

第11号に規定する「患者の受診の便宜を図るためのサービス」に該当するこ  

とから、広告可能であること。   

り 病院又は診療所の所在の場所を表示する事項  

病院又は診療所の所在の場所を表示する事項には、住所、郵便番号、最寄り  

駅等からの道順、案内図、地図等が含まれるものであること。   

エ 病院又は診療所の管理者の氏名  

（4）法第6条の5第1項第4号関係  

「診療日若しくは診療時間又は予約による診療の実施の有無」については、従来   

より広告可能であった事項であること。   

ア 診療日又は診療時間  

診療日及び診療時間は患者等に対し、提供するべき情報であるので、可能な  

限り医療に関する広告においても記載するのが望ましいものであること。  

「午前宅診・午後往診」 との記載、診療日を明示せず休診日を明示すること  

等は差し支えないこと。   

イ 予約による診療の実施の有無  

例えば、「平日00時～00時予約受付」、「24時間予約受付」等、予約時  

間を併せて示すことや予約を受け付ける電話番号、ホームページのURL、E  

メールアドレス等を示すことも差し支えないこと。  

選定療養としての予約診療の場合には、その制度、負担費用等についても、  

併せて示すことが望ましいこと。  

（5）法第6条の5第1項第5号関係  

「法令の規定に基づき一定の医療を担うものとして指定を受けた病院若しくは診   

療所又は医師若しくは歯科医師である場合には、その旨」については、指定を受け   

た旨や法令における名称、それらの略称を示すことができるものであること。また、   

虚偽広告や治療効果等の広告が認められていない事項とならない限り、指定を受け  
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た制度に関する説明を併せて示すことは差し支えないこと。   

法令の規定上は「00医療機関」として指定を受けた病院又は診療所が、「00  

病院」又は「00診療所」と示すこと、指定を受けた医師又は歯科医師の氏名を示  

すことは差し支えない。   

以下に、従来より認められていた事項を中心にして掲げるが、これらは例示であ  

り、ここに掲げられていないものであっても、法令の規定に基づき一定の医療を担  

うものとして指定を受けた病院若しくは診療所又は医師若しくは歯科医師である場  

合には、その旨を広告可能であることに留意されたい。  

ア 保険医療機関又は特定承認保険医療機関である旨  

健康保険法（大正11年法律第70号）による指定を受けた旨を広告できる  

ものであること。  

イ 労災保険指定病院、労災保険指定診療所、労災保険二次健診等給付病院又は労   

災保険二次健診等給付診療所である旨  

労働者災害補償保険法施行規則（昭和30年労働省令第22号）による指定  

を受けた旨を広告できるものであること。  

ウ 母体保護法指定医である旨  

母体保護法（昭和23年法律第156号）による指定を受けた旨を広告でき  

るものであること。  

エ 臨床研修指定病院、歯科医師臨床研修指定病院又は歯科医師臨床研修指定診療   

所である旨  

医師法又は歯科医師法による指定を受けた旨を広告できるものであること。  

オ 身体障害者福祉法指定医である旨  

身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）による指定を受けた旨を広  

告できるものであること。  

カ 精神保健指定医、精神保健指定病院又は応急入院指定病院である旨  

精神保健及び精神障害者福祉に関する法律（昭和25年法律第123号）に  

よる指定を受けた旨を広告できるものであること。  

キ 生活保護法指定医、生活保護法指定歯科医、生活保護法指定医療機関である旨  

生活保護法（昭和25年法律第144号）による指定を受けた旨を広告でき  

るものであること。  

ク 結核予防法指定病院又は結核予防法指定診療所である旨  

結核予防法（昭和26年法律第96号）による指定を受けた旨を広告できる  

ものであること。  

ケ 指定養育医療機関である旨  

母子保健法（昭和40年法律第141号）による指定を受けた旨を広告でき  

るものであること。  

コ 戦傷病者特別援護法指定病院又は戦傷病者特別援護法指定診療所である旨  

戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168号）による指定を受けた旨を  

広告できるものであること。  

サ 外国医師臨床修練指定病院等である旨  
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外国医師等が行う臨床修練に係る医師法第十七条等の特例等に関する法律  

（昭和62年法律第29号）による指定を受けた旨を広告でき・るものであるこ  

と。  

シ 被爆者指定医療機関又は被爆者一般疾病医療機関である旨  

原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成6年法律第117号）によ  

る指定を受けた旨を広告できるものであること。  

ス 指定自立支援医療機関である旨  

障害者自立支援法（平成17年法律第123号）による指定を受けた旨を  

広告できるものであること。  

「指定自立支援医療機関（育成医療）」、「指定自立支援医療機関（育成医療   

・更正医療）」、「指定自立支援医療機関（精神通院医療）」等のように、指定を  

受けた内容が育成医療、更生医療又は精神通院医療のいずれであるのかを示す  

必要があること。ただし、いずれの指定も受けている場合には、単に「指定自  

立支援医療機関」とすることで差し支えないこと。  

セ 特定感染症指定医療機関、第一種感染症指定医療機関又は第二種感染症指定医   

療機関である旨  

感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（平成10年法律  

第114号。以下「感染症予防法」という。）による指定を受けた旨を広告で  

きるものであること。  

ソ 指定居宅サービス事業者、指定介護予防サービス事業者又は指定介護療養型医   
療施設である旨  

介護保険法（平成9年法律第123号）による指定を受けた旨を広告できる  

ものであること。  

タ 指定療育機関である旨  

児童福祉法（昭和22年法律第164号）による指定を受けた旨を広告でき  

るものであること。  

（6）法第6条の5第1項第6号関係  

「入院設備の有無、第7条第2項に規定する病床の種別ごとの数、医師、歯科医   

師、薬剤師、看護師その他の従業者の員数その他の当該病院又は診療所における施   

設、設備又は従業者に関する事項」については、病院又は診療所の構造設備・人員   

配置に関する事項を示すことができるものであること。  

ここでは、病床の種別、病棟又は診療科（標梼診療科名に限る。）等ごとの病床   

数、人数や配置状況についても広告できるものである。また、医療従事者以外の従   

業員の人数や配置状況についても示すことができるものであること。  

以下に掲げるものは、例示であり、この他にも病院又は診療所の構造設備・人員   

配置に関する事項については、広告可能であることに留意すること。   

ア 病院又は診療所における施設、設備に関する事項  

①施設の概要  

敷地面積、構築面積、床面積（述べ床、病棟別、階層別等）、階層数（地  

20   



上○階、地下○階等）、患者や面会者の使用できるエレベーター等の数、  

設計者・施工者の名称、免震構造や耐震構造である旨、工法、工期、竣工  

日、病棟配置図、院内案内図その他の病院又は診療所の施設に関すること  

で、客観的な事実として検証可能な事項について、広告が可能であること。  

敷地内の写真、建物の外観又は内装を撮影した写真や映像等についても、  

広告して差し支えないこと。  

②入院設備の有無  

病床の種類、病棟、診療科別（標梼診療科名に限る。）等の入院設備の  

有無も差し支えないこと。  

③病床の種別ごとの数（病床数）又は病室数  

病室の種類、病棟、診療科別（標樗診療科名に限る。）等の数を広告し  

ても差し支えないこと。  

④保有する施設設備に関する事項  

手術室、集中治療室（ICU）、新生児用集中治療室（NICU）、患者  

搬送車（ヘリコプターを含む。）等の有無、数又はその面積等について、  

広告が可能である。  

ただし、これらの施設設備について、例えば「ICU完備」と広告する  

ことは、病院等の事情により、患者を受け入れられない状況も予想され、  

いつでも利用可能と誤認を与えるおそれがあるので、認められないものと  

して取り扱うこと。  

⑤病室、機能訓練室、談話室、食堂、浴室又は院内売店その他の設備に関する   

事項  

これらの設備についての有無、数、広さ、空調状況、利用可能時間、費  

用又は設置年月日等を広告しても差し支えないこと。  

なお、当該構造設備で実施される「医療の内容」に関することを広告す  

る場合には、（11）に記載した医療の内容に関して広告可能な事項の範  

囲に限られるものであることに留意すること。  

⑥障害者等に対する構造上の配慮  

バリアフ リー構造、院内点字ブロック、点字表示又は音声案内設備等の  

有無等を広告できるものであり、車椅子利用者、視覚障害者等への配慮を  

した構造である旨を示すことも差し支えないこと。  

⑦据え置き型の医療機器等の機械器具の配置状況  

画像診断装置や放射線治療器等の医療機器又は空気清浄機等の医療機器  

以外の機械器具の配置状況について、一般的な名称（例えばMRI、CT、  

ガンマナイフ等）、それらの写真・映像、導入台数又は導入日等について、  

広告することは可能であること。  

ただし、薬事法において、 承認又は認証を得ていない医療機器（以下、  

「未承認医療機器」という。）については、その販売・授与等にかかる広  

告が禁じられている他、承認又は認証されている医療機器であっても、昭  

和55年10月9日薬発第1339号厚生省薬務局長通知の別紙「医薬品等適  
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正広告基準」により、医薬関係者以外の一般人を対象とする広告は行わな  

いものとされていることに鑑み、医療機器が特定可能となる販売名や型式  

番号については、広告は行わないものとすること。  

なお、医療機器の使用に関することを広告する際には、（11）に記載  

した医療の内容に関して広告可能な事項の範囲に限られるものであること  

に留意すること。  

イ 病院又は診療所の従業者の人員配置  

従業者の人数、患者数に対する配置割合等を広告可能であること。性別や職   

種別、病床、病棟又は診療科（標梓診療科動こ限る。）等ごとの人数や配置状   

況についても、広告して差し支えないこと。医療従事者以外の従業員の人数や   

配置状況についても示すことができるものであること。  

ただし、人数や配置割合については、時期によって変動する数値であること   

から、いっの時点での数値であるのかを歴月単位で併記すること。また、広告   

された内容（従業員数又は患者数に対する配置割合等）の正否が容易に検証で   

きるようその広告された数値について、インターネット上のホームページや年   

報等の住民に周知できる方法により公表しておくこと。  

さらに、広告したこれら従業員の人数や配置状況について、広告した時点で   

の数値と現在の実態に大きな帝離が認められることがないよう 、広告に示す数   

値は適宜、少なくとも年に1度は更新すること。  

なお、従業員の民名、年齢、性別、役職又は略歴という人物に関する事項は、   

医療従事者については法第6条の5第1項第7号、その他の従事員については、   

広告告示第4条第5号に規定されており、広告可能であること。（（7）、（13）  

参照）  

（7）法第6条の5第1項第7号関係   

「当該病院又は診療所において診療に従事する医師、歯科医師、薬剤師、看護師   

その他の医療従事者の氏名、年齢、性別、役職、略歴その他のこれらの者に関する   

事項であって医療を受ける者による医療に関する適切な選択に資するものとして厚   

生労働大臣が定めるもの」については、当該病院又は診療所において診療に従事す   

る医師、歯科医師、薬剤師、看護師その他の医療従事者に関する事項について、医   

療を受ける者による医療に関する適切な選択に資するものとして厚生労働大臣が定   

めるものについてのみ、限定的に広告可能としているものであること。  

広告告示により定められている広告可能な事項は、「当該病院又は診療所におい   

て診療に従事する医師、歯科医師、薬剤師、看護師その他の医療従事者の氏名、年   

齢、性別、役職及び略歴」（広告告示第1条第1号）及び「次に掲げる研修体制、   

試験制度その他の事項に関する基準に適合するものとして厚生労働大臣に届け出た   

団体が行う医師、歯科医師、薬剤師、看護師その他の医療従事者の専門性に関する   

認定を受けた旨」（広告告示第1条第2号）であり、これまでは医師又は歯科医師   

についてのみ認められていた事項をその他の医療従事者についても認めるものであ   

ること。  
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ア 当該病院又は診療所において診療に従事する医師、歯科医師、薬剤師、看護師   

その他の医療従事者の氏名、年齢、性別、役職及び略歴   

（D医療従事者の範囲について  

氏名、年制、性別等が広告可能となる医療従事者とは、法律により厚生労  

働大臣又は都道府県知事の免許を受けた医療従事者とし、民間資格の取得者、  

免許を取得していない者又は免許停止の処分を受けている期間中である者に  

ついては、広告できないものとする。  

ここでいう医療従事者の具体的な範囲は、医師、歯科医師、薬剤師、保健  

師、助産師、看護師、准看護師、歯科衛生士、診療放射線技師、歯科技工士、  

臨床検査技師、衛生検査技師、理学療法士、作業療法士、視能訓練士、臨床  

工学技士、義肢装具士、救急救命士、言語聴覚士、管理栄養士又は栄養士と  

する。  

②当該病院又は診療所において診療に従事する医療従事者の氏名、年齢、性別  

これまでは、常時診療に従事する者の氏名等に限られていたが、非常勤の  

医療従事者についても、常時勤務する者と誤解を与え‾ないよう、非常勤であ  

る旨や勤務する目時（例えば、「火曜と木曜の午後」等）を示せば差し支え  

ないものとすること。常時勤務する者以外について、常時勤務している者で  

あるかのように誤認を与える広告については、誇大広告として扱うことが適  

当であること。  

③当該病院又は診療所において診療に従事する医療従事者の役職  

「院長」、幅り院長」、「外科部長」、「薬剤部長」、「看護師長」又は「主任」  

等の当該病院又は診療所における役職を意味するものであり、学会や職能団  

体等における役職については、次の経歴に含まれるものであること。  

④当該病院又は診療所において診療に従事する医療従事者の略歴  

医師又は歯科医師等の医療従事者としての経歴を簡略に示すものとして、  

生年月日、出身校、学位、免許取得日、勤務した医療機関（診療科（標梼診  

療科名に限る。）、期間を含む）等について、→連の履歴を総合的に記載した  

ものを想定したものであること。  

記載する事項は、社会的な評価を受けている客観的な事実であってその正  

否について容易に確認できるものであり、専門医や認定医等の資格の取得等  

は含まれないものとして取り扱うこと。  

なお、研修については、研修の実施主体やその内容が様々であり、医療に  

関する適切な選択に資するものとそうではないものの線引きが困難であるこ  

とから、広告可能な事項とはされておらず、広告が認められていない事項で  

あることに留意すること。  

イ 医療従事者の専門性に関する認定を受けた旨  

次に掲げる研修体制、試験制度その他の事項に関する基準に適合するものと  

して厚生労働大臣に届け出た団体が行う医師、歯科医師、薬剤師、看護師その  

他の医療従事者の専門性に関する認定を受けた旨を広告できるものであるこ  

と。  
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（D専門性資格   

a 広告告示第1条第2号イからりに掲げる基準を満たす団体が厚生労働大  

臣に届出を行った場合は、当該団体が認定するいわゆる専門医等の資格を  

有する旨を広告しても差し支えないこと。   

b 専門性に関する認定を受けた旨を広告可能とする医療従事者の範囲は、  

法律により厚生労働大臣の免許を受けた医療従事者とし、具体的には、医   

師、歯科僅師、薬剤師、保健師、助産師、看護師、歯科衛生士、診療放射  

線技師、歯科技工士、臨床検査技師、衛生検査技師、理学療法士、作業療  

法士、視能訓練士、臨床工学技士、義肢装具士、救急救命士、言語聴覚士  

又は管理栄養士とする。   

c 届出の受理の際、広告告示に定める基準の審査に当たっては、専門医等   

の資格の客観性を担保するため、医学医術に関する団体を始めとする当該  

医療従事者の専門性に関する職種に関する学術団体等から、意見を聴取す  

ることとしていること。   

d 専門性の資格の広告が可能であるのは、当該医療機関に常時従事する医  

師、歯科医師、薬剤師、看護師その他の医療従事者についてだけではなく、  

非常勤の医師等の医療従事者についても広告可能とするが、常時勤務する  

者と誤解を与えないよう、非常勤である旨や勤務する日時を示せば差し支  

えないものとすること。常時勤務する者以外について、常時勤務している  

看であるかのように誤認を与える広告については、誇大広告として扱うこ  

とが適当であること。   

e 厚生労働大臣が届出を受理した場合には、厚生労働省は、当該団体名及  

び当該団体が認定する専門性の資格名の一覧を各都道府県あてに通知する  

とともに、厚生労働省ホームページ（ww．mhlw．go．jp）により公表するこ  

ととするので、個別の広告が広告規制に抵触するか否かを判断する際の参  

考にされたいこと。   

f 実際の広告の形態は、主に次に示すようなものを想定しており、専門性  

の認定を行った団体を明記すること。  

（例）・医師0000（00学会認定00専門医）  

・薬剤師0000（00学会認定00専門薬剤師）  

専門性の資格は、各関係学術団体が認定するものであるので、例えば、  

「厚生労働省認定00専門医」等は虚偽広告として扱い、単に「00専門  

医」との標記も誤解を与えるものとして、誇大広告に該当するものとして  

指導等を行うこと。   

g 団体による厚生労働大臣への届出は、別添1の申請書により必要な添付  

書類を添えて、医政局総務課に提出を行うこととすること。  

②専門性資格を認定する団体の基準   

a 広告告示第1条第2号イ関係  

法人格の種類については、民法（明治29年法律第89号）第34条に  

規定する社団法人又は財団法人に限るという趣旨ではなく、中間法人法（平  
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成13年法律第49号）に基づく中間法人、特定非営利活動促進法（平成  

10年法律第7号）に基づく特定非営利活動法人等であっても差し支えな   

いこと。  

b 広告告示第1条第2号口関係   

専門性資格を認定する団体の会員数の算定に際しては、当該団体が定め   

る正会員に限る取扱いとし、準会員、賛助会員等は含めないこと。また、   

会員数の8割以上が認定に係る医療従事者でなければならないこと。  

c 広告告示第1条第2号ハ関係   

「一定の活動実績」は、5年相当の活動実績として取り扱うこと。また、   

その内容の公表については、インターネット上のホームページ、年報等広   

く国民に周知できる方法によって行わなければならないこと。  

d 広告告示第1条第2号二関係   

外部から当該団体が認定した専門性資格に関する問い合わせを行う場合   

の連絡先が明示されており、かつ、問い合わせに明確に対応できる担当者   

（兼任でも可）を置く等の事務局体制が確保されていること。  

e 広告告示第1条第2号ホ関係   

資格の取得要件の公表については、インターネット上のホームページ、   

年報等広く国民に周知できる方法によって行わなければならないこと。  

f 広告告示第1条第2号へ関係   

医師、歯科医師又は薬剤師については5年間、看護師その他の医療従事   

者については3年間の研修を実施することとされているが、すべての期間   

の研修について、必ずしも専門性資格の認定を行う団体自らが行う必要は   

ないこと。外部の研修を利用する場合は、当該団体自らが行う研修と外部   

の研修とが有機的に連携されたものとなるように配慮されたものである必   

要があること。  

g 広告告示第1条第2号卜関係   

資格の認定は、当該医療従事者の専門性を判断するのに十分な内容及び   

水準の公正な試験により実施されている必要があること。  

h 広告告示第1条第2号チ関係   

認定を受けた医療従事者の専門性を担保するため、専門性資格の認定を   

行った医療従事者に対し、原則として少なくとも5年に1度は当該資格を   

更新しなければならないこととすること。また、更新の際には、適宜、そ   

の専門性を確認できるよう努めること。  

i 広告告示第1条第2号り関係   

当該団体の会員名簿（氏名のみが掲載されているもので可。）及び専門   

性の資格認定を受けた者の名簿（氏名のみが掲載されているもので可。）   

の双方が、インターネット上のホームページ、年報等広く国民に周知でき   

る方法により公表されていること。  

（8）法第6条の5第1項第8号関係  
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「患者又はその家族からの医療に関する相談に応ずるための措置、医療の安全を  

確保するための措置、個人情報の適正な取扱いを確保するための措置その他の当該  

病院又は診療所の管理又は運営に関する事項」については、病院又は診療所の管理  

又は運営に関することを広告できるものであること。   

以下に掲げるものは、例示であり、この他にも病院又は診療所の管理又は運営に  

関する事項については、客観性・正確性を確保し得る事項であれば、広告可能であ  

ることに留意すること。  

ア 休日又は夜間における診療の実施  

休日又は夜間における診療の受付又は問い合わせのための電話番号等の連絡  

先を併せて示しても差し支えないこと。  

イ 診療録を電子化している旨  

いわゆる電子カルテ（診療情報を電子化し保存更新するシステム）を導入し  

ている旨を広告できるものであること。  

ウ セカンドオピニオンの実施に関すること  

診療に関して、他の医師又は歯科医師の意見を求めるいわゆるセカンドオピ  

ニオンについて、その内容について説明し、患者が希望したときの受入れ又は  

患者に対する他の医師又は歯科医師の紹介などの協力体制を取っているかにつ  

いて、広告できるものであること。費用や予約の受付に関することについても  

広告して差し支えないこと。  

エ 当該医療機関内に患者からの相談に適切に応じる体制を確保している旨  

医療機関内に患者相談窓口及び担当者（兼任でも可）を設け、患者、家族等  

からの苦情、相談に応じられる体制を確保していることを意味するものである  

こと。  

オ 当該医療機関内での症例検討会を開催している旨  

症例検討会については、定期的に実施しているものであり、医療機関内のス  

タッフが可能な限り参画したものである必要があること。臨床病理検討会の開  

催の有無、予後不良症例に関する院内検討体制の有無についてや、それらの開  

催頻度や構成メンバー等についても広告可能であるが、その内容については、  

広告可能な治療の内容を逸脱してはならないこと。  

カ 医療の安全を確保するための措置 

当該医療機関内での医療の安全を確保するための措置として、安全管理のた  

めの指針の整備、安全管理のための医療事故等の院内報告制度の整備、安全管  

理のための委員会の開催、安全管理のための職員研修の開催等について、それ  

らを実施している旨や開催頻度等について広告が可能であること。院内感染の  

防止に関することも広告して差し支えないこと。  

なお、「医療の安全を保障します」や「万全の安全管理体制」等の広告は、  

客観的な事実として評価ができない表現であり、認められないこと。  

キ 個人情報の適正な取扱いを確保するための措置  

当該医療機関での個人情報の保護ポリシー 、個人情報の保護に関する従業者  

に対する教育訓練の実施状況、漏えい防止のためのソフトウェアを導入してい  
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